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峡東地域広域水道企業団水道施設運転管理等業務委託 

公募型プロポーザル募集要領 

 

 峡東地域広域水道企業団水道施設運転管理等業務委託について、次のとおり公募型プロ

ポーザル（以下「プロポーザル」という。）を実施する。参加を希望する者は、プロポーザ

ル参加申込書（別紙様式第１号）に必要書類を添付のうえ、提出すること。 

 

第１ 委託業務概要 

（１）委託業務の名称 

    峡東地域広域水道企業団水道施設運転管理等業務委託 

（２）委託業務の場所 

    山梨県山梨市牧丘町杣口２１３５地内 杣口浄水場他２８カ所 

（３）履行期間 

    令和９年４月１日から令和１４年３月３１日 

（４）委託業務の内容等 

    峡東地域広域水道企業団が管理する取水施設、浄水施設、排水処理施設、場外施 

   設（減圧施設、増圧施設、受水施設等）、管理施設の運転管理及び維持管理 

 

第２ プロポーザルの参加募集等 

   業務委託に係るプロポーザルの実施について、峡東地域広域水道企業団公式ホームペ 

ージ及び山梨市 ・甲州市 ・笛吹市公式ホームページ、山梨建設新聞にて公表し、プロポ 

ーザルに参加する事業者を募集するものとする。 

 

第３ 参加資格要件 

 プロポーザルに参加できる事業者は、本事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な 

財政能力を有することが明らかであり、次の要件をすべて満たすこと。 

  （１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない 

こと。 

  （２）本件にかかる公告日から受託事業者決定までの間に、峡東地域広域水道企業団及び 

山梨市、甲州市、笛吹市の指名停止基準に基づく指名停止処分を受けていないこと。 

  （３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされ 

ていないこと。 

  （４）民事再生法（平成１１年法法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れていないこと。 

  （５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条 

第２号に規定する暴力団又は第２条第６号に規定する暴力団員が経営に関与してい

ないこと。 
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（６）国税・地方税の滞納がないこと。 

  （７）平成２４年４月１日以降において、２年以上継続して、国内の水道事業又は水道用 

   水供給事業における、浄水処理能力が５，０００㎥／日以上の急速ろ過方式による 

   浄水場の運転管理業務委託の元請での委託履行実績を有すること。 

  （８）水道法第２４条の３に規定する受託水道業務技術管理者の資格を有し、峡東地域広

域水道企業団水道施設運転管理等業務委託の業務総括責任者として専任できること。 

 

第４ 参加申込み手続き等 

  プロポーザルに参加を希望する者は、次により申し込みを行うこと。 

 （１）提出書類及び提出部数 

   ア プロポーザル参加申込書（別紙様式第１号）１部 

   イ 添付書類 

     ・法人の登記簿謄本 

     ・運転管理従事者の数、水道技術管理者の数 

      ・本要領第３の （７）の参加資格を満たす浄水場運転管理業務の受託実績を示す 

      契約書の写し 

     ・市税、法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書 

 （２）参加申込手続き 

   ア 申込方法 持参又は郵送（８月３１日（月）午後５時必着） 

   イ 申込期間 令和８年８月１２日 （水）から令和８年８月３１日（月）（２０日間） 

          午前９時から午後５時まで（土日曜日、祝祭日を除く） 

   ウ 受付場所 峡東地域広域水道企業団事務所（杣口浄水場） 

          （〒４０４－０００２ 山梨県山梨市牧丘町杣口２１３５番地） 

 （３）提出様式 

   令和８年８月１２日から令和８年８月３１日までに、企業団のホームページより文 

  書等データファイルをダウンロードすること。通信環境等の問題でダウンロードできな

い場合は、企業団にてコピーするので、あらかじめ次の担当まで電話連絡のうえ、CD

－R を持参すること。 

 （４）担当 

   峡東地域広域水道企業団 施設管理担当 

   電話 ０５５３－３５－４３９１ ＦＡＸ ０５５３－３５－３６０９ 

 

第５ 資格審査及び審査結果の通知 

  峡東地域広域水道企業団事務局にて、参加申込事業者から提出されたプロポーザル参 

加申込書及び添付書類を基に、参加申込事業者の参加資格を審査し、審査結果を通知する。 

（１）資格審査の結果、参加申込事業者が参加資格を有しないと認められる場合は、プロ 

ポーザル参加資格審査結果通知書（別紙様式第２号）を送付し、その旨を当該参加申 



3 

 

込事業者に通知する。 

  （２）参加資格がないと認めた詳細な理由説明を求める場合は、プロポーザル参加資格審 

査結果通知書に記載されている期日までに、企業団企業⾧宛ての書面（様式は自由） 

を、企業団事務所に持参すること。郵送又は電送によるものは受け付けない。 

  （３）詳細な理由の説明は、参加資格が無いと認めた理由について詳細な理由の説明を求 

めることができる最終日の翌日から起算して１０日以内に書面より回答する。 

 

第６ 現場説明会、プロポーザル提案書（別紙様式第１０号）の提出 

  資格審査の結果、参加申込事業者が参加資格を有すると認められた場合は、当該プロポ 

ーザルに参加する資格を有する事業者に対し、プロポーザル参加要請書（別紙様式第３号） 

を送付し、プロポーザルへの参加、現場説明会への出席とプロポーザル提案書(別紙様式

第１０号)の提出要請を行う。 

 現場説明会の日時は、令和８年９月４日（金）を予定する。 

 プロポーザル提案書はプロポーザル提案書記載要領に基づいて作成すること。プロポー

ザル提案書の提出期限は令和８年１０月７日（水）午後５時必着とする。プロポーザル提

案書の提出後、ヒアリングを実施する。 

 

第７ 実施方法 

 （１）資格審査 

    資格要件について、プロポーザル参加申込書及び添付書類の書面審査を行い、プロ

ポーザル参加資格事業者を選定する。 

 （２）プロポーザル審査 

    資格審査を通過した者について、審査委員会がプロポーザル提案書のヒアリング

を行い、受託候補者を選定する。なお、ヒアリングの詳細については、別途通知等を

行う。 

 

第８ 審査結果について 

  審査委員会の審査結果については書面により通知する。なお、審査結果に対する問合せ

や異議を申し立てることはできない。 

 

第９ 契約について 

  （１）企業団と受託候補者は、契約金額を含む契約条件についてプロポーザル提案書に基

づき協議を行い、契約を締結する。 

  （２）受託候補者と協議が整わない場合は、次に評価合計得点が高かった者から順に協議

を行う。 

 

第１０ その他 
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  プロポーザル参加申込書及びプロポーザル提案書の作成及び提出に係る費用は、提出者 

の負担とする。 

 


